
□ 令和７年度決算に基づく健全化判断比率

(単位：％)

【解説】

(千円)

※当町の場合、上記2つの会計を合わせたものを一般会計等といいます。

(千円)

※1　法適用企業会計の水道・病院・下水道は、流動資産-流動負債。

※2　財産区特別会計は、連結決算の対象外。

計

飲料水供給事業特別会計

103,296

介護保険特別会計 88,687

宅地造成事業特別会計 0

一般会計

国民健康保険特別会計

病院事業会計

下水道事業会計

－

(財政再生基準)

99.5

実質収支

-

【連結実質赤字比率の算定内訳】

会計名

12.0

488

716,399

後期高齢者医療特別会計

(20.0)

R6比率（参考）

③ 実質公債費比率は、11.9％で前年度と比較して0.1％改善しました。

実質収支等

一般会計

－

将来負担比率

85.0

飲料水供給事業特別会計

(30.0) (35.0)

① 実質赤字比率(一般会計等)は、716,887千円の黒字のため比率はありません。

(14.01) (350.0)

【実質赤字比率の算定内訳】

④ 将来負担比率は、85.0％で前年度と比較して14.5％改善しました。

項　　目

健全化判断比率

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率

(19.01) (25.0)

－ － 11.9

(早期健全化基準)

1,177,523

359,789

716,887

会計名

72,744

716,399

488

② 連結実質赤字比率(財産区以外の会計)は、2,522,412千円の黒字のため比率はありません。

山形県高畠町

水道事業会計

計 2,522,412

3,486
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　(千円)

金額

839,866

 災害復旧費等に係るもの                         438,302

 事業費補正(道路・下水道等分) 287,127

 密度補正(簡水・病院債等分) 114,437

158,022

830,542

計 1,828,430

（単年度比率の算定式）

【実質公債費比率（３ヵ年平均値）】

○令和５年度単年度比率 ％

○令和６年度単年度比率 ％ 実質公債費比率(3ヵ年平均値) 11.9 ％

○令和７年度単年度比率 ％

【解説】

額等をあわせたものです。

＝

839,866

R7単年度比率

11.19470

　標準財政規模から公債費償還分として割増補正された分を控除した額で除した比率です。

13.26141
－

830,542

計

 一般会計等の公債費充当一般財源

⑤ 実質公債費比率は、一般会計等が負担する公債費総額から交付税で措置される分等を控除した額を、

1,373,526

13.26141

R7標準財政規模 7,102,716 R7交付税算入公債費

都市計画事業に充当した都市計画税等301

401,371

0

公債費等の内訳 金額

⑥ 令和６年度(３ｶ年平均値12.0％)と比較し、0.1ポイント比率が下がりました。主な要因は、標準財政規模が

　する金額で、地方交付税で財源措置されている金額を含みます。

　増加したためで、単年度では比率は上がったものの、３か年平均値では下がる結果となったものです。

② 一部事務組合等への公債費負担見込額とは、消防広域化による元利償還金が主なものです。

③ 地方交付税算入公債費等とは、交付税で措置されている元利償還金で補正措置等で割増しされます。

⑦ 18％が地方債の許可団体と協議団体の境界ですが、16年続けて18％を下回りました。

① 公営企業債等への繰入見込額とは、病院事業や下水道事業等の元利償還金に対し一般会計が負担

53,232

11.51063

※公表する比率は、当該年度を含む前3ヵ年の平均値です。(R7年度の場合は、R5～R7の平均値)

地方交付税算入公債費

 公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

④ 都市計画事業に充当した都市計画税等とは、公営住宅使用料と、都市計画税のうち公債費に充当可能な

 一時借入金利子

1,828,430

公債費等に対する財源内訳

 一般財源による公債費負担額

 一般会計から公営企業債等への繰入見込額

 一部事務組合等への公債費負担見込額

【実質公債費比率の算定内訳(参考：R7単年度比率の算定方法)】

％
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【将来負担比率の算定内訳】
(千円)

金額

3,153,674

64,676

1,201,216

7,754,030

17,499,630

（比率の算定式）

【解説】

 債務負担行為に基づく支出予定額

　退職したと仮定した場合に必要となる退職金の総額です。

　が負担する見込みの金額です。

④ 全職員退職と仮定しての退職手当負担見込額とは、一般会計等に所属する職員が年度末に全員

R7標準財政規模 839,866

 一般会計から公営企業債等への繰入見込額

 公営住宅使用料、公債費負担金

＝
将来負担比率

85.0

5,326,034

　のほか、病院事業、下水道事業、簡易水道事業等全ての交付税算入見込額です。

⑥ 基金とは、一般会計の財政調整基金や減債基金等のほか、国保会計や介護保険会計などが所有

　する基金も活用して取り崩すことを想定し、借金等の返済財源としてみているものです。

⑦ 交付税算入見込額とは、地方交付税で今後措置される見込みの元金残高の総額で、一般会計分

　土地開発公社が保有する資産等を控除した金額です。

R7交付税算入公債費

② 公営企業債等への繰入見込額とは、病院事業や下水道事業等の元金残高に対し、今後一般会計

7,102,716 －

計 計

5,326,034

 一般会計等の地方債現在高

314,561

 都市計画税(街路・公園・下水道事業等へ)

将来負担額の内訳

 一部事務組合等への公債費負担見込額

⑧ 将来負担比率は、一般会計等が今後負担する見込みの総額から充当可能財源等を控除した額を、

⑨ この比率は、標準財政規模の0.85年分の85.0％となりました。早期健全化基準（350.0％）の24.3％で、

　ほぼ安全値といえます。

① 将来負担比率の算定では、今後発生する利子償還金は含みません。（元金の残高で算定）

③ 一部事務組合等への公債費負担見込額とは、消防広域化による消防施設等元金残高が主なものです。

 土地開発公社の負債額等負担見込額

⑤ 土地開発公社の負債額等負担見込額とは、一般会計が損失補償している土地開発公社の負債から

 全職員退職と仮定しての退職手当負担見込額

0

14,424,615

6,900

1,839,592

 基金(財調・減債・特目・国保・介護基金等)

金額

17,499,630

 交付税算入見込額(全会計分)

 一般財源による将来負担額

充当可能財源等

913,962

　標準財政規模から公債費償還分として割増補正された分を控除した額で除した比率です。

％

- 3 -



□ 令和７年度決算に基づく公営企業に係る資金不足比率

(単位：％)

【解説】

【資金不足比率の算定内訳】
(千円)

※ 事業規模とは、それぞれの事業における営業収益・医業収益等です。

　

宅地造成事業特別会計 - 49,818 -

20.0

病院事業会計

下水道事業会計

資金不足比率
①/②

会計名 資金不足額 ①

公営企業(特別会計)の名称

② 資金不足額は、連結実質赤字比率の算定に用いた実質収支等(水道・病院・下水道は、

資金不足比率

－

－

－

宅地造成事業特別会計 －

水道事業会計

  地方公営企業法非適用として総務省に決算報告している宅地造成事業が対象となります。

474,175

下水道事業会計

病院事業会計 -

332,309

経営健全化基準

水道事業会計 -

① 対象となる事業は、地方公営企業法の適用を受ける水道事業、病院事業、下水道事業のほか、

20.0

20.0

20.0

事業規模 ②

-

-

--

2,225,239

③ 令和７年度は、全事業で資金不足額が生じなかったため比率はありません。

　流動資産-流動負債)で、資金不足比率は、それぞれの事業規模に対する比率です。(下表のとおり)
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